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【要旨】 

 

 

 

� 6 月 23 日の英国の国民投票では EU からの離脱が選択されたが、背景の一つに EU
域内から英国への移民の急増が指摘されている。状況は異なるが米国でも移民制度

改革の議論が続いており、11月の大統領選挙に向け議論の行方が注目される。 
� 米国では大規模な不法移民の存在等から、移民制度改革が求められている。2013

年には包括的な移民制度改革法案（「国境警備の強化」、「一定の不法移民に暫定

的な移民ステイタス付与」、「有期就労ビザの拡大」）に超党派の合意が得られつ

つあったが、最終的には議会で可決できなかった。代わりに、オバマ大統領は大統

領権限による移民政策を打ち出したが、今週の最高裁判断で実質的に差し止めとな

った。このため、新大統領の下で法案成立による改革が改めて期待される状況だ。 
� 共和党トランプ氏は移民政策について、不法移民を国外退去させた後に合法手続き

で一部を戻すとしているほか、現行の有期就労ビザに否定的な発言等をしている。

不法移民は 1,100万人に上るため大規模な国外退去は現実味が乏しい一方、滞在の

合法化を支持する可能性も低そうだ。 
� 民主党クリントン氏は、不法移民の将来的な市民権獲得を含む包括的な移民制度改

革を支持している。ただし、主に社会政策的な側面からの支持で、成長促進や財政

改善等といった経済政策的な側面（効果）はそれほど重視していないとみられる。

クリントン氏の下での改革は、2013年の法案等との比較では成長促進的とならな

い可能性があるほか、共和党と妥協できるのかも不透明である。 
� 移民政策の経済的な影響について、人口の増加ペースが鈍化し労働参加率が低下傾

向で、失業率の低下余地も限られてきている現状では、移民で労働力人口を押し上

げることのプラス影響は大きいだろう。また、米国における移民は起業にも積極的

で技術革新への貢献も大きいとみられる。英国の国民投票の結果等が影響し、米国

の移民政策の議論が内向きに傾き過ぎないかどうか注視が必要である。 
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11月月月月のののの大統領選挙大統領選挙大統領選挙大統領選挙にににに向向向向けけけけ移民制度改革移民制度改革移民制度改革移民制度改革のののの議論議論議論議論がががが注目注目注目注目されるされるされるされる 
6 月 23 日の英国の国民投票では EU からの離脱が選択されたが、背景の一つに EU 域内か

ら英国への移民の急増が指摘されている。状況は異なるが米国でも移民制度改革の議論が続

いており、11月の大統領選挙に向けその行方が注目される。 
 
「「「「外国生外国生外国生外国生まれのまれのまれのまれの居住者居住者居住者居住者」」」」はははは人口人口人口人口のののの 13.3％％％％ 
はじめに近年の米国の移民の状況を簡単に確認しておきたい。移民には様々な定義がある

が広義には「外国生まれの居住者」と捉えられ、米国においては「帰化者（市民権を獲

得）」、「永住権保有者」、「長期滞在ビザ保有者」、「難民・亡命者」、「不法居住者

（不法移民）」に大別できる。本 Weeklyでの移民は広義の意味で使用する。 
「外国生まれの居住者」は直近 2014 年に 4,240 万人で人口の 13.3％を占めている（第 1

図）。米国の移民人口は増加傾向にあるが、最近になって急増しているわけではなさそうだ。 
「外国生まれの居住者」の内訳は統計が存在せず明らかではないが、幾つかの推計等から

イメージを掴むとすれば「帰化者」が 2,000 万人弱、「永住権保有者」が 1,200～1,300 万人

程度、「長期滞在ビザ保有者」が数百万人、「不法移民」が 1,100 万人程度とみられる

（注 1）
。

なお、不法移民数は、2007 年頃にピークをつけ近年はほぼ横這いで推移しているようだ（第

2 図）。背景には、2001 年のテロ以降において段階的に対策を強化してきたこと等が指摘さ

れている。 
また、「外国生まれの労働者」は 2015年に 2,626万人で労働力人口全体の 16.7％を占めて

いる。うち雇用者は 2,496万人、失業率は 4.9％である。 
（注 1）例えば、国土安全保障省は、「永住権保有者」は 2013年 1月 1日時点で 1,310万人、「長期滞在ビザ保有者」

は 2012年 1月 1日時点で 190万人と推計している。 
 

   
 



 
3 

メキシコはメキシコはメキシコはメキシコは永住権保有者永住権保有者永住権保有者永住権保有者のののの 25％、％、％、％、不法移民不法移民不法移民不法移民のののの 59％％％％をををを占占占占めるめるめるめる 
ここで参考までに永住権保有者と不法移民について出生国別の状況を確認する。出生国別

の永住権保有者数は、国土安全保障省の 2013年 1月を対象にした推計によれば、メキシコが

最大の 333万人で保有者全体の 25％を占めている（第 3図）。次いで中国が 64万人で同 5％、

フィリピンが 59万人で同 4％となっている。 
出生国別の不法移民数は、国土安全保障省の 2012年 1月を対象にした推計によれば、メキ

シコが 672万人で不法移民全体の 59％を占め、次いでエルサルバドルが 69万人で同 6％とな

っている（第 4 図）。なお、不法移民が居住している州をみてみると、カリフォルニア州が

最も多く 282 万人で不法移民全体の 25％を占めている。次いでテキサス州が 183 万人で同

16％、フロリダ州が 73万人で同 6％、ニューヨーク州が 58万人で同 5％と推計されている。 
 

         
  
移民制度改革移民制度改革移民制度改革移民制度改革はははは新大統領新大統領新大統領新大統領のののの下下下下でででで法案成立法案成立法案成立法案成立によるによるによるによる改革改革改革改革がががが期待期待期待期待されるされるされるされる状況状況状況状況 
米国ではこの様な大規模な不法移民の存在等から、移民制度改革が求められている。2013

年には包括的な移民制度改革法案（「国境警備の強化」、「一定の不法移民に暫定的な移民

ステイタス付与

（注 2）
」、「有期就労ビザの拡大」）に超党派の合意が得られつつあったが、

最終的には議会で可決できなかった（第 1 表）。代わりに、オバマ大統領は大統領権限によ

る移民政策を打ち出したが、6月 23日の最高裁判断で実質的に実施が差し止めとなった

（注 3）
。

このため、新大統領の下で法案成立による改革が改めて期待される状況だ。 
（注 2）連邦最高裁は 2016年 6月 23日、オバマ大統領が 2014年 11月に発表した大統領権限による移民政策について

判断を示さず、実質的に実施が差し止めとなった。この大統領権限による移民政策は、400～500 万人程度の不法
移民を本国送還せず就労を合法とするもので、市民権または永住権を持つ子供の親が対象であった。クリントン

氏も大統領権限による移民政策を支持していた。 
（注 3）不法移民への対応については、合法的な地位を与えるのか国外退去の圧力を強めるのかの選択となる。不法移

民に永住権等を与えたことは過去にもあり、レーガン政権時の 1986年に成立した法律では 270万人が対象となっ
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た（170万人の不法移民に永住権を付与、100万人の農業従事者により高い就労ステイタスを付与）。 
 

 
 
移民政策移民政策移民政策移民政策のののの議論議論議論議論がががが内向内向内向内向きにきにきにきに傾傾傾傾きききき過過過過ぎないかどうかぎないかどうかぎないかどうかぎないかどうか注視注視注視注視がががが必要必要必要必要 
共和党トランプ氏は移民政策について、不法移民を国外退去させた後に合法手続きで一部

を戻すとしているほか、現行の有期就労ビザに否定的な発言等をしている（第 2 表）。不法

移民は 1,100 万人に上るため大規模な国外退去は現実味が乏しい一方、滞在の合法化を支持

する可能性も低そうだ

（注 4）
。一先ず、来月の党大会で共和党がどのような政策綱領を採択す

るか注目される。 
民主党クリントン氏は、不法移民の将来的な市民権獲得を含む包括的な移民制度改革を支

持している。ただし、主に社会政策的な側面からの支持で、成長促進や財政改善等といった

経済政策的な側面はそれほど重視していないとみられる。クリントン氏の下での改革は、

2013 年の法案等との比較では成長促進的とならない可能性があるほか、共和党と妥協できる

のかも不透明である。 
経済政策的な側面では、人口の増加ペースが鈍化し労働参加率が低下傾向で、失業率の低

下余地も限られてきている現状では、移民で労働力人口を押し上げることのプラス影響は大

きいだろう。また、米国における移民は起業にも積極的で技術革新への貢献も大きいとみら

れる。英国の国民投票の結果等が影響し、移民政策の議論が内向きに傾き過ぎないかどうか

（資料）各種資料・報道等より三菱東京
UFJ

銀行経済調査室作成

第1表：「2013年の包括的移民制度改革法案」と「大統領権限による移民政策」の概要

オバマ大統領の大統領権限による移民政策

（2014年11月に発表、2016年6月の最高裁判断で
実質的に実施が差し止め）

【国境警備の強化】

・国境で不法入国者に対する取り締まりを強化

【不法移民への対応】

・国家の安全保障や公共の安全の脅威となる不法移民は

国外退去させる

・一定の条件を満たす不法移民については、登録した上

、3年間は国外退去を行わず就労を認める
・条件は、「5年以上居住し、市民権または永住権を持って
いる子供の親」、「税金の支払いを開始」、「生体認証デー

タの提出」（対象は不法移民の半分に相当する500万人程
度）

・市民権獲得やオバマケアを通じた保険へのアクセス等

は含まず

包括的移民制度改革法案

（2013年に上院で可決、下院では可決できず廃案）

【国境警備の強化】

～メキシコとの国境を100％監視できる警備体制を構築、国境警備強化に460億ドル支出
・米国とメキシコ間の国境警備の人数を少なくとも倍の38,000人程度に拡充
・国境に700マイルのフェンスを完成させる（＝350マイル新設）
・国境に新たな監視手段を導入（監視塔、カメラシステム、地上センサー、放射線検出器、移動監

視システム、ドローン、ヘリコプター、飛行機、船等）

・雇用主に労働者の法的地位の電子認証を義務付け

・空港や港から出発する人を追跡する電子システムの立ち上げ

【不法移民への対応】

・一定の条件を満たす不法移民に対し、法案成立後6ヵ月以内に暫定的な移民ステイタスを付与
・条件は、「2011年12月31日以前から滞在している」、「500ドルの罰金を支払う」、「重犯罪歴が無
い」等

・暫定的な移民ステイタスの下で就労や旅行が可能、ヘルスケア等の社会保障関連は対象外

・暫定的な移民ステイタスで6年経過すると、500ドルの支払いで追加6年の更新が可能
・暫定的な移民ステイタスで10年間経過すると、条件を満たせば永住権の申請が可能

【有期就労ビザの拡充】

・高技能労働者向けH1Bビザの発給上限を年間65,000件から110,000件へ引き上げ
・別枠で科学技術関連の発給を25,000件増加

・需要次第では発給上限を年間180,000件まで引き上げ
・起業ビザを新設

・低スキル労働者向けの新たなWビザは年間200,000件まで発給
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注視が必要である。 
（注 4）国境警備の強化について、トランプ氏の「メキシコとの国境に壁を作る」等の発言が注目されているが、2013

年の包括的移民制度改革法案においてもフェンス構築を含め国境警備強化に 460 億ドルもの拠出が盛り込まれて
いた。   

   

 

 

 

（2016年 6月 24日 栗原 浩史 hikurihara@us.mufg.jp） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ヒラリー・クリントン氏の移民政策 ドナルド・トランプ氏の移民政策

・包括的な移民改革を目指す（不法移民に対し平等な市民権獲得の道をひら

くことが大切）

・オバマ大統領の大統領権限による移民政策を支持

・所謂「3年/10年ルール」を廃止する

・永住権保有者のうち帰化の資格がある900万人に対して、帰化を促進（費用

免除の拡大、言語プログラムへのアクセス改善等）

・移民の地域コミュニティへの統合を促進

・オバマケアを通じた保険へのアクセス拡大

・民間による移民拘留施設を閉鎖

【国境警備の強化】

・2013年の移民改革法案では不十分

・移民・関税執行局の職員を3倍に

・メキシコとの国境に壁を作る

・イスラム教徒の一時的な入国禁止（恒久的ではない）

【不法移民への対応】

・不法移民を一旦退去させる（合法な手続きを経て一部は戻ってくる）

・全国的な電子認証システムを導入

・犯罪をおかした外国人を強制送還

・米国の失業者を優先して雇用

【有期就労ビザの拡充】

・HIBビザは好ましくない、米国の労働者にとって不公平

第2表：クリントン氏とトランプ氏の移民政策の概要

（資料）各種資料・報道より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成
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す。当資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、当室はその正確性を保証するものではあ
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